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Q１．ECFA について 

Q１-1・ＥＣＦＡが、台中の専利法にどのように影響を与えると考えられますか。 

＜Ａ＞ 

（１）将来、台中の知的財産権が相互許諾されるようになる可能性はあると思われま

すか。 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

可能性はないと思います。 

 

（２）台中の審査官交流がもたらす影響や効果は、どのようなものがあるのでしょう

か。 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

審査官の交流により相手の制度の長所を参考として自分の制度をより効率の良い方

向へ改正していくことがそもそも交流の目的であると思います。例えば、2013 年 6

月に台湾特許法の一部を改正し、改正のポイントの一つは同一発明を同一出願人から

特許出願と実用新案出願との両方へ出願する制度に関する改正です。この改正により

中国の二重出願制度と同様な制度となりました。 

 

（３）審査の質が、どのように変わっていくと思われますか。（より厳格な方向にな

るのか） 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

審査の質に関する交流を重ねていけば、審査の質はよい方法へ向かうと期待していま

す。いまのところは特に実感がないのが現状です。 

 

Q１-2・台、中代理人が両地域を代理できるようになることのメリット、デメリット

についてご教示ください。＜Ｂ＞ 

（１）現状では、台湾とＰＣＴ出願を行い、中国にはＰＣＴ移行することが多いと思

われます。台湾標準語と中国標準語は似ているように感じますが、実際翻訳する上で

の相違は大きいのでしょうか。 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

台湾で使用されている中国語は繁体字のものであって、中国で使用されている中国語

は簡体字です。両者はかなり異なります。どこまで異なっているかといいますと、簡

体字を全然勉強したことのない台湾の人は、簡体字の文章を読んでも 2、3割しか理

解できないのが実情です。 

 

（２）台湾から中国に出願する場合に、出願料低減などの恩恵（制度）はあるのでし

ょうか。ある場合、外国企業が台湾経由で出願する場合も同じ扱いを受けることがで

きますか。 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

ございません。 

 

（３）台湾代理人は、ＰＣＴ制度を熟知した対応が可能でしょうか。 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

もちろん可能です。 

 

（４）ＥＣＦＡが進むと、外国企業にとって、どのようなメリットがあると考えられ

ますか。 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

外国企業が台湾で投資して、台湾国民又は準国民となった場合、台湾国民と同様な利

益を得ることができます。 
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（５）ＥＣＦＡが進むと、中国経由で台湾出願する可能性があるのでしょうか。 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

可能性はないと思います。 

 

 

Ｑ２．訴訟につきまして 

Ｑ２－１・台湾企業と外国企業（特に日本企業）が権利行使で争った具体例や技術分

野はありますか。＜Ａ＞ 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士楊益昇】 

Ｑ２－１付録：台湾企業と外国企業の専利権争議の具体的事例まとめ（2008.07～現

在）をご参照下さい。 

 

Ｑ２－２・台中企業間での訴訟案件はありますか。ある場合、案件の分野や訴訟数の

推移はどのようになっていますか。＜Ａ＞ 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士楊益昇】 

Ｑ２－２付録：台湾企業と中国企業の専利権争議の具体的事例まとめ（2008.07～現

在）をご参照下さい。 

 

Ｑ２－３・最近の訴訟傾向から注意すべき点があれば教示をお願いします。＜Ａ＞ 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士楊益昇】 

ご注意を頂きたい知的財産裁判所による最近の見解は、次の通りです。 

①専利の出願権の帰属について(102 民専上 9)→二審判決 

知的財産裁判所は従来から、専利の出願権(又は専利権)の権利帰属に争いがあると

き、訴訟を通じて、専利の出願権(又は専利権)の存在確認、又は登録移転の請求を認

めています。しかし、本件の場合、裁判所は更に原告が係争専利の出願権(及び専利

権)を有することを証明できなくても、元の出願人(被告)が発明の履歴を証明できな

ければ、原告も元出願人（被告）が専利出願権（及び専利権）の全部を有しないこと

の確認を請求することができると認定しています。 

この判決は、専利権利者の専利における記載不備の無効原因の存在を理由に、専利

権無効の事実について専利権が専利権者に所有されていないと捉えた前例ですが、論

理上の特殊性があると思われます。又、この事案の原告は他人の専利権の帰属権を否

定することに成功しましたが、知的財産局で無効審判をかけて権利を取消さない限り、

当該専利権は形式上存在するので、権利者の提訴を受けた時には専利権無効抗弁をす

る防禦手段を取るのみとなります。 

     

②職務発明 (101 民専上 40) ： 

職務上完成した発明は、必ず雇用された業務と関わりがあります。つまり被用者が

使用者と締結した契約の約定により、使用者の製品開発、製造の研究開発などに関わ

る業務に参与するか、又はそれを執行するために、使用者の設備、費用、資源環境等

を使用して完成した特許、実用新案又は意匠をいいます。また、それは、使用者が支

出した賃金及びその設備の利用、又はチームワークと代価の関係があるので、専利法

において、被用者が職務上発明した特許、実用新案又は意匠について、その専利出願

権及び専利権は使用者に帰属すると規定されています。その立法趣旨は、使用者と被

用者との権利義務関係のバランスをとり、被用者がその研究開発した専利について、

使用者が提供した資源、環境を利用したか否かを重点とするので、実際の役職と関係

がないばかりか、契約所定の勤務内容との関わりもなく、実際に会社で参与した業務、

及びその研究、開発した専利が使用者により提供された資源環境を利用したか否かを

判断の根拠としなければなりません。 
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③均等論(101 年度民専上更(二)字第 2号) 

裁判所が本判決で開示した均等論適用のステップを次の通り説明します。 

1.係争製品が均等論を適用するか否かの判断原則については、「FWR テスト」 により 

技術の手段、機能及び結果を比較した上で具体的に認定し、推論過程の形成によ 

り、均等論を適用するか否かを判断することができます。しかし、技術の進歩に 

伴い、物又は方法は複雑性を増しており、技術手段、機能及び結果など要件だけ 

をもってその類似性を比較しても、係争製品と係争専利に実質的差異があるか否 

かを判断するには足りなくなっています。よって、均等論の発展から言って、な 

おも「非実質的差異のテスト」、「置換可能性」又は「置換容易性」等理論がある 

ので、それを参考にして専利と被疑侵害品又は方法の実質的差異を判断する助け 

とします。言い換えれば、FWR テストは唯一の均等テストではなく、その専利の属 

する技術分野における通常の知識を有する者は、専利権利範囲における均等範囲 

を拡張することができても、なおも個別案件の具体的な状況により判断しなけれ 

ばならないのです。つまり、係争製品の技術手段により発生した機能及び結果を 

もって、係争専利に対応する技術特徴について、その属する技術分野における通 

常の知識を有する者が、明らかに容易に知り得るか、又は完成できるかを検討し 

ます。裁判所は、本件において均等論の適用を認定するにあたり、まず係争専利 

の属する技術分野における通常の知識を有する者の技術レベルを規定し、且つ次 

の要素を考えます。 (1)発明者または創作者の教育程度、(2)技術分野において直 

面した問題の性質、(3)先行技術による問題の解決方法、(4)先行技術の成熟程度、 

(5)技術の研究・開発のスピード、(6)技術の複雑程度、(7)技術分野における実際 

の勤務者の教育レベル、などです。次に、係争専利の属する技術分野における技 

術レベルを規定し、且つその他の引例を根拠とし、その属する技術分野における 

通常の知識を有する者にとって、置換えが容易に想到し且つ完成できるものであ 

るか否かを酌量します。また裁判所は、置換可能性及び置換容易性を解釈します 

が、所謂「置換可能性」とは、被疑侵害品の物又は方法が、特許（専利）請求の 

範囲、明細書又は先行技術の記載の修正又は変更により、入手できるかどうかを 

いいます。言い換えれば、発明又は創作要件の一部を、実質的に同一の方法又は 

物に交換又は置換えて、発明又は創作の実質的に同一の機能及び効果を達成する 

ことができれば、当該発明又は創作は客観的に専利の物又は方法と同一性を有す 

るので、置換可能性に該当します。また、それは技術の結果を検討したものであ 

り、価値判断の性質を有します。簡単に言えば、二つの構成要件が、「実質的に同 

一の方法」をもって、「実質的に同一の機能」を実現し、且つ「実質的に同一」の 

結果を生じるのであれば、両者に置換性があり、非実質的差異に該当するので、 

係争対象は均等侵害を構成すると言えます。また置換容易性とは、被疑侵害品の 

物又は方法が、その属する技術分野における通常の知識を有する者が特許請求の 

範囲、明細書又は先行技術の記載に基づくか、又はそれを参照することにより、 

容易に変更又は置換えできるか否かをいいます。もし、置換行為が発明又は創作 

の属する技術分野における通常の知識を有する者が容易に推知できるか、それと 

も変更できるとき、専利の物又は方法と同一性を有するので、置換容易性に該当 

しますが、それは、当該変更又は置換えが、当該技術を熟知する者にとって、両 

者の置換えが容易に知りえるものだからです。 

2.置換可能性と置換容易性の判断には順序があり、前者は客観要件で、後者は主観要

件です。客観要件の判断に一定の基準があるので、先ず、置換可能性を判断し、後

に置換容易性を認定します。言い換えれば、置換可能性をチェックした後、当該客

観要件に合致すると認めたときは、置換容易性のチェックをする必要がありません。

逆に置換可能性をチェックした後に、当該客観要件に該当しないと認めても、当該

技術を熟知する者が当該判断結果に納得できなかったとき、始めて引き続き置換容

易性のチェックを進めます。また、均等論の判断は、原則的に置換可能性の判断結

果に準じます。 
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要するに技術上の置換の可能性が客観的にあると認められた場合は、均等論の適

用があると認められます。一方、技術上二者の構成要件が置換の可能性が客観的に

なく、実質上の手段、目的乃至効果の変更と差異が認められた場合でも、しかし置

換の主観上の容易性が認められた場合のみ、本件の均等論適用があると認められ、

権利に抵触すると認定がされることになります。 

 

④知的財産局への訴訟参加命令に関する裁判所の決定(最高裁判所 103 年台上字第

1423 号)： 

最高裁判所は、確かに知的財産案件審理法第 16条及び 17条において、裁判所が当

事者の前条第 1項による主張又は抗弁を判断するため、必要なときに決定をもって知

的財産主務機関に訴訟参加を命じることができると規定されていると認めています

が、知的財産主務機関に訴訟参加を命じるか否かは、裁判所の裁量権であり、当事者

が一旦前記の主張又は抗弁をしたとき、裁判所が直ちに知的財産主務機関に訴訟参加

を命じなければならないというわけではありません。よって、裁判所が、もし経済部

知的財産局に訴訟参加を命じなかったときも、判決に法令の違反がある場合には該当

しません。 

 

Ｑ２－４・外国企業が台湾で訴訟を起こす場合、起こされた場合、審理を早くする注

意点はありますか。＜Ｂ＞ 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士楊益昇】 

今のところ、知的財産裁判所の案件審理期限については、第一審の部分が 1年 4ヶ

月と規定されていますが、平均して八ヶ月から一年の終結期間であれば、早い方だと

いえます。もし、被告が外国人である場合、原告による訴状を翻訳しなければならな

いほか、外交ルートで当該外国人にそれを送達しなければならず、送達期間も約 1ヶ

月から 1.5 ヶ月になるので、初審理は起訴提起後の約 5-6 ヶ月以降に行われます。そ

れ故、もし、被告が審理を加速化しようとする場合は、裁判所から訴状が送付されて

きた後に、以後、裁判所による他の書類到達時間を節約するために、速やかに台湾の

弁護士を依頼するための委任状を提出すべきです。 

 

Ｑ２－５・訴訟において、公証が無い場合にどのような証拠収集方法が考えられます

か。＜Ｂ＞ 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士郭佩宜】 

公証を経ていない証拠については、次に掲げる証拠収集の方法が考えられます。 

(1)証拠保全： 

訴訟提起前、専利の権利者は、関連証拠を提出し、侵害に関わる証拠に滅失又は使

用困難のおそれがあると疎明して、裁判所にその保全を申立てることができます。ま

た、確定した事、物の現状に法律上の利益があり、並びに必要があるときは、書証の

鑑定、検証又は保全を裁判所に申立てることができます（民事訴訟法第 368 条）。 

(2)裁判所への証拠調べ請求 (訴訟提起後)： 

①専利の権利者は、侵害者に対して書類［例えば帳簿、統一発票（領収書）、輸入申

告書、輸出申告書、営利事業所得税の申告書］の提出若しくは被疑侵害品の検証を

命じるよう裁判所に申し立てることができます。もし、侵害者がそれを提出しなか

った場合、裁判所は、専利の権利者による主張が真実であると認定することができ

るほか、決定をもって台湾ドル 3万元以下の過料に処することができ、または強制

処分を命ずることもできます（民事訴訟法第 341 条、345 条、知的財産案件審理法

第 10 条第 1項）。 

②被疑侵害品購入過程の真実性を証明するために、裁判所に証人喚問を請求すること

ができます。 

③証拠収集過程の真実性を証明するために、専利の権利者は書類［被疑侵害品の購入

に入手した統一発表(領収書)]、写真、撮影した動画などを提出することができま
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す。 

 

Ｑ２－６・訴訟における原告と被告の国籍はどのような状況でしょうか。＜Ｃ＞ 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士楊益昇】 

Ｑ２－６付録：台湾知的裁判所第一審専利渉外訴訟判決の原告と被告の国籍比率をご

参照下さい。 

 

 

Ｑ３．先使用権につきまして 

Ｑ３－１・日本企業が台湾で先使用権を主張する場合に、日本で行った公証は有効で

しょうか。＜Ａ＞ 

例）日本で配合した（または配合手順含む）組成物を日本で公証し、台湾に輸出した。 

台湾で該組成物に対し権利行使された場合、日本での公証をもとに台湾で先使用権の

主張は可能か？ 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士呉宗樺】 

結論から言えば、本件特許権出願日以前に台湾に特許組成物を輸入したことを証明

できれば、原則上事後に出願された特許権の効力から免れるが、裁判所は「輸入行為」

の先使用権に於ける効力の範囲について、個別案件に沿って個別に認定する裁量権が

あるので、一概に言えないことになります。 

台湾専利法第 59条第 1項第 3号の規定では、「発明特許権の効力は、次の各号の事

項に及ばない。三、出願前、すでに国内で実施されていたもの、またはその必要な準

備をすでに完了していたもの。但し、特許出願人がその発明を知ってから 6ヶ月未満

で、並びに特許出願者がその特許権の留保する旨の表明をした場合は、この限りでな

い。」これは即ち台湾専利法における先使用権の規定です。実用新案(専利法第120条)、

意匠（設計専利、同法第 142 条)はともに上記の規定を準用します。さらに、専利法

第 59 条第 1項第 3号の規定の、いわゆる「出願前、すでに国内で実施されていたも

の」とは、特許出願日以前にすでに台湾国内で特許製品と同じ物品の製造を開始し、

または方法特許と同じ方法を使用し、または先の製造者もしくは先の方法使用者から

特許製品を入手して使用、販売の申し出、または販売することを指します。また、い

わゆる「出願前、すでに国内で…必要な準備をすでに完了していた」とは、必要な準

備の行為が客観的に認められる事実でなければならず、例えばすでに相当な投資があ

り、発明設計図の完成、またはすでに発明の実施に必要な設備あるいは金型の製造も

しくは購入をしていることを指します。主観的に発明の実施を準備したり、または実

施に必要な機械を購入するために銀行から融資を受けたりしたなどの準備行為につ

いては、「必要な準備を完了していた」とは言えません。特許権の実施は輸入権(注：

物の発明の実施とは、該物につき、製造、販売の申し出、販売、使用すること、また

はこれらを目的として輸入することを指す。方法の発明の実施とは、次の各号の行為

を指す。一、該方法を使用すること。二、該方法をもって直接製造した物品を使用、

販売の申し出、販売すること、またはこれらを目的として輸入すること、専利法第 58

条をご参照)を含むとは言え、知的財産局は、「出願日前の各種の実施態様がすべて先

使用権を主張することができるか否かについては、裁判所が具体的な案件において、

先使用権を与える合理性を斟酌すると共に、先使用者及び特許権者の利益を評価した

後に、適切に決定すべきである。」と認定しています。よって、特許と同じ物品の輸

入、または同じ特許方法をもって直接製造した物品の輸入する行為態様だけでは、知

的財産局の見解を参酌すると、先使用権を主張することができるのは当然ではないよ

うです。 

そのため、先使用権を主張する場合は、出願日前に台湾国内で該組成物を実施(製

造、使用及び販売)していたことを証明したほうが良いでしょう。もし該組成物がす

でに日本で実施されていたことを証明する日本での公証だけであるなら、上記の法律

規定に合致しません。 



 

 9 

 

Ｑ３－２・（出願前または出願無しの状態で）日本からの輸入の実績のみがある場合

に、どのような証拠があれば先使用（実施）の抗弁が可能でしょうか。＜Ａ＞ 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士呉宗樺】 

もし将来裁判所が、専利と同一物品の外国からの「輸入」、又は同一専利方法に基

づき直接製造された物品を「輸入」する行為について先使用権を主張できると認める

なら、当事者は、輸入申告書、領収書、販売レシート、台湾政府に係争物品をもって

投資控除などを申請した等の書類を提出して、当該物品の輸入時期が専利権者による

専利出願日より早いと証明したり、又は優先権日を主張することができるようになり

ます。 

 

このほか、この日本で公証済みの証明書類が、もし台湾駐日経済文化代表処による

「認証」(必要ではない)を済ませた場合は、その証拠力が相手方から争われることは

ないでしょう。ここで、特にご説明したいことは、日本で公証済みの証明書類を提出

することはできますが、訴訟手続きにおいて、台湾に輸入された組成物が即ち公証、

検証済みの組成物であることを証明しなければならないということです。 

 

Ｑ３－３・台湾における先使用権およびこの利用状況についてご教示ください。＜Ｂ

＞ 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士呉宗樺】 

 

1.台湾の訴訟実務において、裁判所は、原告が被告による専利権侵害を主張した場合、

まず(1)原告による被告が製造した物品または使用方法が原告の専利権請求の範囲に

該当するとの主張が成立するか否か(2)被告による原告の専利が専利性を有しない

（即ち新規性、進歩性、産業利用性別を有しない)との主張事由が成立するか否かに

ついて判断します。もし、被告が製造した物品または使用方法が原告の専利権請求の

範囲に該当せず、または原告の専利に取消すべき事由があった場合、裁判所は被告の

その他主張または抗弁を斟酌することはありません。よって、台湾の訴訟実務におい

て、先使用権を判断する判決はあまり多くありません。ここに参考価値のある判決要

旨を次の通り要約します。 

 

判決裁判所及

び案件番号 

判決期日 判決要旨 

知的財産裁判

所101年度民専

訴字第 41号 

2013.9. 18 被告は、自分たちが2010年7 月20日に、つまり原告が2010

年 12 月 13 日に係争意匠の登録出願をする前に、既に冠迪

皮具工場 0000 及び当該工場工程部従業員と同一の製品を

製造して、同一の方法を使用し、なお且つ既に製造又は使

用に必要な準備を完了していたので、改正前の専利法第 57

条第 1 項第 3号規定の適用がある等と主張した。しかし、

改正前専利法第 57 条第 1 項第 3 号は「国内」での使用に

限定しているので、被告が冠迪皮具工場及び当該工場工程

部従業員と同一の製品製造したと主張しても、それが中国

大陸地区での使用である以上、当該条項の規定には合致し

ない。 

(注：本件被告は裁判所の判決により敗訴したので、意匠権

者に 1368,000 台湾ドルを賠償しなければならない) 
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判決裁判所及び案

件番号 

判決期日 判決要旨 

知的財産裁判所

102 年度民専訴字

第 131 号 

2014.7.30 原告は、係争の 3つの人工まつ毛製造装置の専利を

出願する前に、被告による人工まつ毛を製造するた

めの関連機械の製造に出資してその製造を依頼し、

被告がその機械の所有権を取得したので、被告は機

械の所有権に基づき係争物品を製造及び販売する

ことができ、専利権侵害の違法はない。且つ原告が

その後で機械の技術について出願して取得した専

利については、後から取得した専利権の効力を以前

譲渡した専利技術の物品に遡及して及ぼすことは

できない(専利権消尽原則の類推適用)。 

知的財産裁判所 99

年度民専訴字第

229 号 

2011.8.24 原告が 2004 年 5月 28 日に係争専利を出願したが、

被告もすでに 2003 年 1月 20 日に係争専利の技術内

容を実施し、桃園県警察局に「天羅地網プロジェク

ト」を設けて検収を完了したので、被告は係争専利

の出願前に係争専利の技術内容を実施していたこ

とになる。また、被告は 2002 年 8 月 21 日に前掲し

た桃園県警察局の「天羅地網プロジェクト」を落札

したので、被告が警察当局に入札及び施工した無線

監視制御システム工事はもともと被告の業務だっ

たことが極めて明確である。前掲の規定を参酌した

上、被告は従来の業務範囲において、花蓮警察局の

「2008 年度治安防治プロジェクト - 重要交差点の

監視及びビデオ画像監視調達整合プロジェクト」の

入札に参加し、落札後に「天羅地網プロジェクト」

の技術内容を実施し続け、仕入契約義務を履行する

ことができる。 

台湾高等裁判所台

南支所97年度智上

字第 6号 

2009.1.6 被上訴人遠記公司は、遅くとも 2000 年 5月ごろに

は、わが国の国内にて係争専利の技術を使用してお

り(領収書、証人の証言及び検証結果などの証拠を

通して)、一方、上訴人の専利出願日は 2000 年 12

月 11 日だったので、被上訴人遠記公司は係争専利

の出願日前からわが国の国内で係争専利の技術を

使用し、機械を製造、販売していた。よって、専利

法第 108 条、第 57 条第 1項第 2号及び第 2項の規

定を準用することにより、被上訴人遠記公司は従来

の事業目的と規模において、当該技術を機械に利用

し続け、即ち係争廃棄タイヤ破砕機の製造販売をし

続けることができるので、上訴人の係争専利に関わ

る効力は係争廃棄タイヤ破砕機には及ばない。被上

訴人遠記公司が廃棄タイヤ破砕機を製造、販売し、

被上訴人永輪公司に販売した行為は、上訴人の係争

専利権を侵害したと認めることができない。 

台湾高等裁判所 95

年度智上字第48号 

2008.4.22 調べによると、温瑤鶯氏は 1999 年 10 月 8 日に経済

部知的財産局に係争実用新案を出願した。一方、威

達電公司が提出した 1999 年 1月 27 日付税関輸出申

告書、1998 年 9月、1999 年 4 月、1999 年 8 月に出

版した製品カタログなど、いずれの書類にも製品の
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実際の内部構造及び結合方法を開示していないの

で、主張した製品が「出願前にすでに国内で使用、

またはすでに必要な準備をすでに完了していた」ま

たは「出願前にすでに国内に存在していた物品」で

あることの証明には足りない。「出願前にすでに国

内に存在していた物品」の規定は法改正で削除され

た。 

台湾高等裁判所台

南支所92年度智上

字第 5号 

2004.9.14 被上訴人は上記の決定に基づき、2003 年 2 月 10 日

に上訴人が販売したソファの帳簿、納品書及び注文

書などの会計帳簿を証拠としてコピーして保存し、

改正前【専利法】第 122 条の第 89条第 1項第 2号

準用｛2003 年 2 月 6日付改正公布の条文は第 129 条

が第 85 条第 1項第 2号を準用｝によって、侵害者

が侵害行為により得た利益を 2002 年 8月 1 日より

意匠権が許可された以降の損害を計算する証拠と

すると主張した。しかし、被上訴人がコピーした帳

簿の一部の内容によれば、上訴人ははやくも 2000

年 7 月、8月、9月ごろから「紅不譲」ソファを家

具業者に販売していた記録があった。一方、被上訴

人が係争ソファの意匠を出願した期日は、その提示

した《専利公報》(コピー)の期日によれば 2000 年 9

月 22 日であり、明らかに被上訴人が出願する前に

上訴人【沈安崑】はすでに「紅不譲」シリーズソフ

ァの製造販売を開始していたので、上訴人【沈安崑】

が「紅不譲」シリーズソファの製造販売を開始した

時点は、被上訴人の係争意匠権の出願よりもはやい

ことは当然である。また、被上訴人は原審において、

たとえ上訴人が 2000 年に「紅不譲」ソファの製造

販売を開始したとしても、同名であるだけで、その

後に現在の形状にモデルチェンジした可能性があ

る云々と主張したが、関連事実証拠を提出してその

話しを証明しなかったので、信用できない。 

 

2.改正前の専利法規定では、先使用権を主張する者は必ず「もとの事業規模」におい

て使用しなければなりませんが、新専利法(2013.1.1 施行)は日本特許法第 79 条の規

定を参照し、もとの先使用権の制限を「もとの事業目的範囲」に改めたので、実施規

模の制限がなくなりました。 

 

Ｑ３－４・先使用権を有効に利用する方策があれば、ご教示ください。＜Ｂ＞ 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士呉宗樺】 

前記の通り、現在知的財産裁判所は「専利と同一の物品の輸入、または同一の専利

方法により作成した物品の輸入行為について先使用権を主張することが可能か」につ

いて明確な意見を示していないので、もし日本企業が先使用権を主張しようとする場

合は、以後訴訟において確かに台湾において専利出願日前に先に使用していたことを

証明するために、台湾国内における公開を経ない実施行為(製造、販売及び使用)につ

いて公証を行うかまたは関連証拠を保存することをご提案致します。当然、台湾の専

利権者の出願前に何らかの公開実施の状況があったことを証明することができる場

合、当然訴訟において当該専利が出願前に既に公開実施されていたので、取消すべき

事由があると主張することができます。 
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Ｑ４．ＡＥＰ（加速審査）につきまして 

Ｑ４－１・すべての国の合格査定が根拠になりますが、合格査定国によりＡＥＰの審

査影響はあるのでしょうか？＜Ａ＞ 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

われわれの実務上の経験からしますと、特に合格査定国により AEP の審査に影響が

出ることはなく、やはり、新規性と進歩性に基づいて審査が行われていると思います。 

 

Ｑ４－２・ＡＥＰによる審査は、通常審査と比べて権利化のしやすさにどの程度相違

がありますか。 

（合格査定率の違いなどがあるのでしょうか。）＜Ｂ＞ 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

AEP 審査の特許査定率について特許庁は公開していません。弊所の取り扱っている

日本出願人の案件から統計データを見ますと、約 94％となります。特許庁の公開した

一般審査の特許査定率の 63％よりかなり高いものです。 

 

Ｑ４－３・ＰＰＨとＡＥＰを比較したときに、どちらの制度を利用した方が出願人に

とって有利でしょうか。＜Ｃ＞ 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

PPH と AEP にはそれぞれの適用条件があり、もし、PPH と AEP の両方とも適用でき

る状況であれば、当所の AEP の特許査定率は 94％となり、PPH の特許査定率は 97％と

なり、PPH の方が少し特許査定率が高くなっています。また、審査のスピードから見

ますと、AEP の一次審査意見通知書が発行されるまでの期間は約 73 日間であって、PPH

の場合は、二ヶ月の 60日間です。審査の速さから見ても PPH の方が少し速いのが現

状です。 

 

Ｑ４－４・利用している出願人の国籍は、どのような状況でしょうか。 ＜Ｃ＞ 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

去年 1年間の AEP の申請件数は 902 件です。上位五カ国の多い順ランキングは台湾

（526 件）、日本（142 件）、米国（90 件）、韓国（25 件）、スイス（20 件）となってい

ます。 

 

 

Ｑ５．実用新案につきまして 

Ｑ５－１・台湾における実用新案出願のメリットは何でしょうか。 

【回答：TIPLO 日本特許第 2部部長高文欽】 

日本における実用新案出願のメリットと同様に、無審査なので、早期の権利化が可

能で、且つ権利を取得するコストが安いです。 

 

Ｑ５－１－（１）・ＰＣＴルートでないことで、日本企業は専利と実案のダブルトラ

ック出願がしやすいと考えられますが、いかがでしょうか。 

【回答：TIPLO 日本特許第 2部部長高文欽】 

ＰＣＴルートでないことで、日本企業は専利（特許）と実案のダブルトラック出願

がしやすいという考え方について、その理由は何であるかはわかりませんが、台湾特

許庁に専利（特許）と実案のダブルトラック出願をする場合、特に国別の制限や特別

待遇などの差別がありませんので、日本企業でも、その他の国の出願人と同じ待遇で、

専利（特許）と実案とのダブルトラック出願をすることできることになっています。 

 

Ｑ５－２・実案の効果は、中国並みに強いものなのでしょうか。＜Ａ＞ 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士郭佩宜】 
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「実用新案権行使」の要求から言えば、台湾専利法規定により、実用新案権者は実

用新案権を行使する時に、もし技術評価書を提出しなければ、警告をしてはならない

ことになっています。もし実用新案権者が実用新案の技術評価書を提出して警告しな

いで、あえて実用新案権を主張し、もし以後実用新案権が取消された場合、実用新案

権者は損害賠償責任を負う可能性があります（専利法第 116、117 条）。これに対し、

中国専利法にはこの要求がありません。そうであっても、実用新案の技術評価書の提

出は訴訟提起または損害賠償請求の前提要件ではありません。 

 

Ｑ５－２－（１）実案の権利行使の実態（実際に権利行使された例や、訴訟数等）は

いかがでしょうか。 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士郭佩宜】 

1.実用新案の訴訟数：司法院統計処編集の「司法統計年報」によれば、2008 年から

2013 年まで、台湾智財裁判所の第一審専利訴訟判決は計 505 件あり（取り下げまた

は訴訟上の和解による起訴後の未判決案件を含まない）、その内、実用新案訴訟判

決数は 363 件あったので、前記統計期間において、実用新案訴訟は全体的な特許訴

訟の約 72％を占めています（添付をご参照）。 

2.このほか、知的財産裁判所は 99年度民専訴字第 215 号判決において、専利法第 116

条の規定は、実用新案権者による権利濫用を防止するだけであり、実用新案の技術

評価書を提出しない場合に、損害賠償を請求してはならないとは言えないと認めて

います。また専利公報は社会の人々が調べられる情報であり、侵害者は査証せずに、

係争製品を製造、販売したので、係争専利を侵害した事情があり、ましてや国内の

専利資料データのパソコン検索も普及しているのに、もし検索しない場合、当然過

失による侵害責任を負わなければならないと認定しています。 

  

Ｑ５－２－（２）反論の方策は、どのようなものがございますか。 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士郭佩宜】 

1.実用新案の特許評価書の申立て： 

実用新案は形式審査をとっているので、実用新案権も相当に不安定及び不確定なも

のになります。もし実用新案権者が不当にこの権利を行使した場合、権利濫用の状況

が生じる可能性があるので、台湾においては実用新案の技術評価制度が規定されてい

ます。専利法第 115 条第 1項の規定では、実用新案が専利要件と一致するか否かの疑

問をはっきりさせるために、何人も、専利主務官庁に、実用新案の技術評価書を請求

することができると規定されていますが、当該実用新案の技術評価書の性質は、行政

処分ではないので、専利無効審判案件では専利主務官庁を拘束する効力がなく、権利

行使または技術利用の際の斟酌とするのみです。 

 

2. 具体的な訴訟において抗弁権を行使する場合、下記のことを含みます。： 

(1)専利無効抗弁：具体的な訴訟において被疑侵害の実用新案に専利要件がないので、

訴訟において権利を行使してはならず（知的財産案件審理法第 16条第 2項）、ま

たは無効審判請求を提起してはならないと主張することができる（専利法119条）。 

(2)非侵害抗弁：被疑侵害品が専利請求項に入らないと主張。 

(3)侵害抗弁と見做さない：商業目的でない非公開の行為、科学研究及び実験的使用、

先使用権がある等（専利法第 120 条準用第 59 条）。 

(4)侵害の故意過失がないとの抗弁：専利権者は起訴前に専利侵害の警告書を発送せ

ず、または専利権者が専利製品において専利を表示しない（専利法第 98条）。 

(5)時効抗弁：侵害行使請求権時効をこえているか否か（知った後 2年、侵害事実発

生後 10 年）。 
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Ｑ５－３・2013 年 1 月と 6月に法改正がなされました。＜Ｂ＞ 

（１）実案制度の大きな変更点は何でしょうか。 

【回答：TIPLO 日本特許第 2部部長高文欽】 

2013 年 1月の改正法では、専利（特許）と実案のダブルトラック出願ができること

を明文化しました。 

2013 年 6月の改正法では、権利接続制度を明文化しました。また、三倍賠償の規定

を改めて導入しました。 

 

（２）三倍賠償の実効性はいかがでしょうか。また、三倍賠償の事例はありますか。 

【回答：TIPLO 法律訴訟部弁護士弁理士楊益昇】 

1.知的財産権は無体財産権の特性があるので、損害賠償計算はそもそも困難ですが、

台湾の他の法規及び外国立法例を考慮し、台湾専利法に懲罰性損害賠償の規定があ

ります(当該規定は2011年12月21日に改正公布を経て削除されたが、2013 年6 月

11 に改正公布を経て新設)。当該条文は削除された後、また新設されたので、三倍

賠償は専利権者にとってやはり重要な保護制度です。 

 

2.現在知的財産裁判所には三倍賠償の事例があり、その裁判所による懲罰性賠償の事

例の要旨は以下の通りです。： 

(1)(102,民専上,36) (2.5 倍、即ち 21,750 台湾ドル) 

(2)(102 民専上 52)( 2.5 倍、即ち 55 万台湾ドル) 

(3)102 民専訴 28 (3 倍、即ち 16,770 台湾ドル) 

(4)101 民専上 50(2 倍、即ち 72,454,134 台湾ドル) 

(5)102 民専訴 3 (1.5 倍、即ち 4,713,510 台湾ドル。 

(6)101 民専訴 28 (1.9 倍、即ち 2,178,109 台湾ドル) 

(7)101 民専訴 87 (1.5 倍、即ち 52,065 台湾ドル)  

(8)101 民専訴 94 (2 倍、即ち 50,330 台湾ドル) 

(9)101 民専訴 34(2 倍、即ち 17,927,736 台湾ドル) 

(10)101 民専訴 91(1.5 倍、即ち 794,880 台湾ドル ) 

 

専利法は最高 3倍の懲罰性賠償を許容していますが、実際には、裁判所は通常の

1.5-2 倍の間で損害額を引き上げますので、3倍賠償は少ないです。このほか、101

民専上 41判決で、裁判所は、專利権者が民事訴訟法第 222 条第 2項の規定に基づき、

裁判所に合理的な権利金額を参酌して妥当な損害賠償額を定めるよう請求し、それが

改正前の専利法第 85 条の規定に基づく損害計算の請求ではない場合、懲罰性賠償を

請求する規定は改正前の専利法第 85 条第 1項及び 2項の損害計算事情にのみ適用さ

れるので、更に侵害者に故意があったことによりその賠償金額を引き上げることは不

適切だと認定しています。現行法ではこのような制限がなく、合理的なライセンス料

を損害賠償の金額にする場合でも三倍までの裁量加重賠償金の適用があります。 

 

Ｑ５－４・専利と実案の同日出願（2013 年 1 月より）は、ＥＣＦＡを受けての改正

と理解しています。1月の改正では、専利の選択により、実案がもともと存在しなか

ったと看做されていましたが、6月の改正では、権利接続制度が明文化されました。

今後、実案制度がさらに変更されていく可能性はありますか。 ＜Ｃ＞ 

【回答：TIPLO 日本特許出願部部長范廣靖】 

特許と実用新案の同日出願の2013年 1月改正法はECFAを受けての改正ではないと

思います。2013 年 1 月改正法は旧法の条文をもっと明確にしたものであって、旧法の

時代には既に特許と実用新案の同日出願がありました。2013 年 6 月改正法は国会議員

が出願人の苦情を受けて特許権利者の権利を守る方向に改正した法案を提案したも

のです。特に ECFA とは関係があると思いませんが。 
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いまのところは特許庁から実用新案制度に対して改正するという話を聞いており

ませんので、当分の間、改正されることはないと思います。 

【回答：TIPLO 日本特許第 2部部長高文欽】 

今のところは、実用新案制度をさらに変更してほしいという、産業界からの要望が

ありませんので、暫くの間は、現状維持であると思われます。 

 

Ｑ６．商標について 

Ｑ６－１・商標冒認出願についてご教示ください。＜Ａ＞ 

【回答：TIPLO 日本商標部部長陳前呈】 

台湾の商標法は先願・先登録主義を採用しており、日本等の外国企業が台湾市場に

進出し、商活動を展開する際に、第三者による先取不正登録を発見するケースがよく

発生しているので、商標の冒認出願が深刻な問題の一つになっております。 

 

また、第三者により先取りで出願又は登録された商標には外国の著名商標だけでは

なく、外国地名（福島、上野、赤水、石川、FUKUOKA、十勝、帯広、佐賀、滝川、有

馬、越前、埼玉、日光、魚沼…）、名所（兼六園…）や商品名（山田錦、玄米、宇治

金時、越光…）、書名／人名（Harry Potter、林書豪 /Linsanity…）及びそ

の他（金蒔絵）等が見受けられるので、ここに日本地名・商品名の冒認実例を紹介致

します。 

 

Ｑ６－１－（１）・商標冒認出願の実態（実例（日本の地名や商品名を意図したもの

など）や、訴訟の状況など）を教えてください。 

【回答：TIPLO 日本商標部部長陳前呈】 

ここに日本地名・商品名の冒認実例を紹介致します。 

 

＊案件 A－無効審判請求 

判 決 番 号 101 年度判字第 348 号 

判 決 日 2012 年 4月 16 日 

管 轄 裁 判 所 最高行政法院 

原 告 台湾系・南僑化学工業股份有限公司、即ち上訴人 

被 告 

参 加 人 

経済部知的財産局、即ち被上訴人 

日系・樺島商事有限公司 

判 決 主 文 上訴人の訴えを棄却する。 

訴訟費用は上訴人の負担とする。 

事 実 概 要 上訴人は 1998 年 5 月 12 日に“讃岐”商標（以下、係争商標）を、

当時商標法施行細則第 49 条で定める《商品及び役務分類表》第 30

類『うどん、ラーメン…』等商品に指定使用し、元中央標準局に

登録を申請、審査を経た後、第 844652 号商標の登録が許可された。 

参加人は係争商標が登録当時の商標法第37条第6号及び無効審判

請求当時の商標法第 23条第 1項第 11号の規定に違反するとして、

無効審判を請求した。原処分機関は 2010 年 11 月 29 日付の中台評

字台 H00970082 号決定書を以って係争商標の登録を取消すべきで

ある旨の処分を下した。 

その後、上訴人は不服として、訴願申立・行政訴訟を提起したが、

経訴字第 10006098920 号決定・100 年度行商訴字第 98 号裁定で棄

却されたので、本院に上訴審を提起した。 

不 登 録 事 由 登録当時の商標法第 37条第 6号 

無効審判請求当時の商標法第 23 条第 1項第 11 号 

結 果 “讃岐”は日本香川県の旧国名であり、現地の伝統的な製麺技術

で生産される讃岐うどんとして公衆に熟知されていることが認め
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られた。係争商標を『うどん』関連商品につき使用した場合、産

地の誤認誤信を引起こす恐れがあるので、登録当時の商標法第 37

条第 6項及び無効審判請求当時の商標法第 23 条第 1項第 11 号規

定を適用してその登録を取消した原処分には、誤りがなく維持さ

れるべきである。 

その後、上訴人は本 101 年度判字第 348 号判決に対して再審の訴

訟を提起したが、2012 年 9 月 20 日付の 101 年裁字第 1889 号裁定

で棄却されたので、登録第 844652 号“讃岐”商標の取消処分が確

定したことが 2012 年 6月 16 日付公報（第 39-012 期）に公告され

た。 

そ の 他 無効審判請求による取消 

登録第 848951 号“讃岐”商標『冷凍調理パウチ』 

登録第 850812 号“さぬき”商標『冷凍調理パウチ』 

登録第 850845 号“サヌキ”商標『冷凍調理パウチ』 

登録第 850810 号“SANUKI”商標『冷凍調理パウチ』 

登録第 844696 号“さぬき”商標『冷凍うどん』 

登録第 844818 号“サヌキ”商標『冷凍うどん』 

登録第 844819 号“SANUKI”商標『冷凍うどん』 

登録第 109719 号“讃岐”商標『レストラン』 

登録第 109721 号“さぬき”商標『レストラン』 

登録第 109783 号“サヌキ”商標『レストラン』 

登録第 111882 号“SANUKI”商標『レストラン』 

 

＊案件 B－無効審判請求 

決 定 番 号 経訴字第 09406134390 号 

決 定 日 2005 年 8月 25 日 

管 轄 裁 判 所 経済部訴願委員会 

訴 願 人 台湾系・岡本実業有限公司 

原 処 分 官 庁 経済部知的財産局 

決 定 主 文 訴願申立を棄却する 

事 実 概 要 訴願人は 1998 年 12 月 8日に“十和田 TEAM POWER”商標（以下、

係争商標）を、当時商標法施行細則第 49条で定める《商品及び役

務分類表》第 28 類『釣り竿…』等商品に指定使用し、元中央標準

局に登録を申請、第 877158 号商標の登録が許可された。関係人が

係争商標が登録当時の商標法第37条第 6号及び無効審判請求当時

の商標法第 23 条第 1項第 11 号の規定に違反するとして、無効審

判を請求し、原処分機関は 2005 年 4 月 20 日付の中台評字台

H00920329 号決定書を以って係争商標の登録を取消すべきである

旨の処分を下した。訴願人は不服として、本会に訴願申立を提起

した。 

不 登 録 事 由 登録当時の商標法第 37条第 6号 

無効審判請求当時の商標法第 23 条第 1項第 11 号 

結 果 “十和田”は日本の有名な湖名であり、『釣り竿』等商品につき使

用した場合、商品出所の誤信誤認を引起すおそれがあるので、登

録当時の商標法第37条第6項及び無効審判請求当時の商標法第23

条第 1項第 11 号規定を適用し、本件訴願申立は理由がなく、訴願

法第 79 条第 1項の規定により主文の通り審決する。 

その後、登録第 877158 号商標の取消処分が確定したことが 2005

年 12 月 16 日付公報（第 32-024 期）に公告された。 

そ の 他 有効存続： 
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登録第 1172244 号“福島”商標『日本料理店』 

登録第 812305 号“福島”商標『漢方薬』 

登録第 309036 号“福島”商標『干し肉』 

登録第 1090867 号“上野”商標『栄養補充品』 

登録第 1149194 号“十勝朝露”商標『ケーキ』 

登録第 455385 号“佐賀”商標『海苔』 

登録第 534726 号“越前棒”商標『かまぼこ』 

登録第 1152822 号“兼六園”商標『日本料理店』 

登録第 777254 号“信州”商標『練りわさび』 

登録第 428914 号“信州シンシュウ SHING SHU”商標『肉食』 

登録第 1300133 号“石川”商標『茶葉からなる飲料』 

登録第 441612 号“石川”商標『漢方薬、西薬』 

登録第 1218750 号“FUKUOKA フクオカ”商標『低周波治療器』 

拒絶査定： 

出願第 100046086 号“赤水 AKAMIZU”商標『顔料』 

出願第 94029571 号“十勝帯廣豚丼”商標『レストラン』 

出願第 100052501 号“埼玉及び図形”商標『日本料理店』 

出願第 103001327 号“石川米”商標『米』 

 

＊案件 C－商標出願 

拒絶査定番号 T0303730 

査 定 日 2007 年 11 月 23 日 

出 願 番 号 96008981 

商 標 光泉北海道及び図形 

指 定 商 品 第 29 類－乳製品等 

出 願 人 台湾系・光泉牧場股份有限公司 

出 願 日 2007 年 3月 1 日 

不 登 録 事 由 改正前の商標法第 23 条第 1項第 11 号 

結 果 “北海道”は地名であり、ミルクの産地として著名となっている

ため、それを上記商品に指定使用した場合、関連消費者に商品の

品質や産地を混同誤認させるおそれがあり、登録が拒絶された。 

そ の 他 有効存続： 

登録第 1221315“北海道春の美”商標『ミルク』 

拒絶査定： 

出願第 95039392 号“福楽北海道”商標『ミルク』 

出願第 98030085 号“北海道 Hokkaido”商標『ティッシュ』 

出願第 96061500 号“北海道百貨”商標『ミルク』 

 

＊案件 D－無効審判請求 

決 定 書 番 号 中台評字第 H00900304 号 

決 定 日 2002 年 4月 17 日 

登 録 番 号 872614 

商 標 山田錦 YA MA DA NISHIKI 

指 定 商 品 第 33 類－清酒、ワイン等 

権 利 者 台湾系・山田錦有限公司 

存 続 期 間 1999 年 10 月 16 日～2009 年 10 月 15 日 

請 求 者 台湾系・正暉有限公司 

不 登 録 事 由 無効審判請求当時の商標法第 37 条第 10号 

結 果 “山田錦”は、日本酒醸造に使われている酒造好適米の代表とい
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われる日本稲の品種名であり、『清酒』等に指定使用した場合、商

品の説明文字に該当するので、前掲条文を適用して登録が取消さ

れた。その後、登録第 872614 号商標の取消処分が確定したことが

2002 年 7月 16 日付公報（第 29-14 期）に公告された。 

そ の 他 更新せず失効： 

登録第 111237 号“山田錦”商標『食品及び酒の小売』 

拒絶査定： 

出願第 96017827 号“北海道越光”商標『米』 

 

＊案件 E－廃止（取消審判請求） 

処 分 書 番 号 中台廃字第 L00930268 号 

処 分 日 2006 年 9月 19 日 

登 録 番 号 421765 

商 標 玄米 

指 定 商 品 旧第 19 類－茶葉からなる飲料等 

権 利 者 台湾系・松立国際股份有限公司 

存 続 期 間 1988 年 12 月 1日～2008 年 11 月 30 日 

請 求 者 台湾系・天仁茶業股份有限公司 

不 登 録 事 由 改正前の商標法第 57条 1 項第 4号 

結 果 “玄米”は日本の漢字で精白していない米を指しており、また玄

米茶は日本茶の名称で玄米と緑茶から調製されたものであり、関

連業界で『茶』等商品によく使用されている通用名称に該当し、

商標とすべき識別性を失っていることになるので、前述の不登録

事由を適用し、その登録が取消された。 

その後、登録第 421765 号商標の取消処分が確定したことが 2009

年 3 月 16 日付公報（第 36-006 期）に公告された。 

 

＊案件 F－異議申立 

審 決 書 番 号 中台異字第 G00950359 号 

審 決 日 2007 年 4月 27 日 

登 録 番 号 1187369 

商 標 泡盛 

指 定 商 品 第 33 類－酒、焼酎等 

権 利 者 台湾系・中琉物産企業有限公司 

存 続 期 間 2005 年 12 月 16 日～2015 年 12 月 15 日 

請 求 者 日系・沖縄県酒組合有限公司 

不 登 録 事 由 改正前の商標法第 23 条第 1項第 11 号 

結 果 “泡盛”は、日本琉球で生産される焼酎の名前であり、琉球伝統

の酒類といわれるので、上記商品を指定使用した場合、消費者に

商品の性質、品質又は産地の混同誤認を引起す恐れがあるので、

前掲条文を適用して登録を取消した。 

その後、登録第 1187369 号商標の取消処分が確定したことが 2007

年 7 月 16 日付公報（第 34-14 期）に公告された。 

そ の 他 異議申立による取消： 

登録第 1219443 号“napa”商標『酒』 

 

＊案件 G－無効審判請求 

決 定 書 番 号 中台評字第 H00910544 号 

決 定 日 2003 年 9月 4 日 
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登 録 番 号 785872 

商 標 宇治 

指 定 商 品 第 30 類－緑茶等 

権 利 者 台湾系・黒松股份有限公司 

存 続 期 間 1997 年 12 月 16 日～2007 年 11 月 15 日 

請 求 者 台湾系・味全食品工業股份有限公司 

不 登 録 事 由 登録当時の商標法第 37条第 1項第 6号 

結 果 “宇治”は、日本で著名な茶産地であり、『紅茶、緑茶…』等に指

定使用した場合、消費者に商品産地の誤認誤信を引起す恐れがあ

り、前掲条文を適用する。 

その後、登録第 785872 号商標の取消処分が確定したことが 2004

年 1 月 1日付公報（第 31-1 期）に公告された。 

そ の 他 無効審判による取消： 

登録第 762539 号“宇治”商標『ミルクティ』 

拒絶査定： 

出願第 100004085“宇治茶”『茶、飲食店』 

有効存続： 

登録第 777221 号“宇治金時”商標『アイス』 

 

Ｑ６－１－（２）・商標冒認出願された場合の、対応策を教えてください。 

【回答：TIPLO 日本商標部部長陳前呈】 

台湾では第三者の冒認出願に対して、通常登録公告の時点で異議申立を提起して対

応することになりますが、実務上、出願審査の段階で第三者商標が不登録事由を有す

るという陳述書（理由書）及び証拠資料等情報の提供により出願商標の登録を阻止し

た実例もあるので、出願中の情報提供という方法は一策であります。但し、斯様な情

報提供制度又はそれに関する適用法条が設けられていないため、その審決結果は審査

官の心証・職権に左右されることになります。 

 

また、異議申立の手続期間（登録公告日後 3ヶ月内）を超えた冒認登録商標に対し

て無効審判請求を提起して対応することもよく見受けられます。その他、もし興信調

査等により冒認登録商標の連続 3年未使用に係る事実を発見すれば、それに対して不

使用取消審判請求を行い、又は商標権者との交渉による移転譲渡や自発的取下げ等の

対応策を採取することも可能であります。 

 

Ｑ６－１－（３）・商標冒認出願を規制する制度、法律があれば教えてください。 

【回答：TIPLO 日本商標部部長陳前呈】 

＊商標の不登録事由 

商標法第 29 条第 1項「商標が、次に掲げる識別性を有していない状況の一に該当す

るときは、登録を受けることができない。 

一、指定商品や役務の品質、用途、原料、産地又は関連する特性のみを描写する説明

で構成されたもの。 

二、指定商品や役務の慣用標章又は名称のみで構成されたもの。 

三、その他、識別性を具えない標識のみで構成されたもの。」 

 

商標法第 30 条第 1項「商標が次に掲げる状況の一に該当するときは、登録を受ける

ことができない。 

一、商品又は役務の機能を発揮するためにのみ必要なもの。 

二、中華民国の国旗、国章、国璽、軍旗、軍章、官印、勲章又は外国の国旗、又は世

界貿易機関加盟国がパリ条約第 6条の 3第 3号により通知した外国紋章、国璽又

は国章と同一又は類似しているもの。 
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三、国父（孫文）又は国家元首の肖像又は氏名と同一のもの。 

四、中華民国政府機関又はその主催する博覧会の標章、又はそれが授与する褒章等と

同一または類似のもの。 

五、国際的な政府組織又は国内外の著名、且つ公益性の有る組織の徽章、旗、その他

の記章、略語、又は名称と同一又は類似していて、公衆が誤認、誤信するおそれ

があるもの。 

六、国内外で品質管理又は検証を表すのに用いる国家の標識、又はマークと同一又は

類似し、且つ同一又は類似の商品又は役務に使用を指定しているもの。 

七、公共の秩序又は善良な風俗を害するもの。 

八、商品又は役務の性質、品質又は産地について公衆に誤認、誤信させるおそれがあ

るもの。 

九、中華民国又は外国のワイン又は蒸留酒の産地表示と同一又は類似し、なお且つワ

イン又は蒸留酒と同一又は類似の商品において使用を指定し、更に当該外国と中

華民国が協定を締結しているか、又はいずれも国際条約に参加しているか、又は

ワイン又は蒸留酒の地理表示の保護を相互に承認しているもの。 

十、同一又は類似の商品又は役務における他人の登録商標又は先に出願された商標と

同一又は類似であり、関連する消費者に誤認混同を生じさせるおそれがあるもの。

但し、当該登録商標又は先に出願された商標の所有者の同意を得て出願し、且つ、

明らかに不当でないものは、この限りでない。 

十一、他人の著名な商標又は標章と同一又は類似し、関連する公衆に誤認混同を生じ

させるおそれがあり、又は著名商標又は標章の識別性又は信用・名声に損害を生

じさせるおそれがあるもの。但し、当該商標又は標章の所有者の同意を得て登録

出願するときはこの限りでない。 

十二、同一又は類似の商品又は役務について、他人の先使用に係る商標と同一又は類

似であり、出願人が当該他人との間に契約、地縁、業務取引又はその他の関係を

有する為に、他人の商標の存在を知っており、意図的に模倣、登録出願したもの。

但し、その同意を得て登録出願する場合は、この限りでない。 

十三、他人の肖像又は著名な氏名、芸名、ペンネーム、屋号があるもの。但し、その

同意を得て登録出願するときは、この限りでない。 

十四、著名な法人、商号又はその他の団体の名称があり、関連する公衆に誤認混同を

生じさせるおそれのあるもの。但し、その同意を得て登録出願するときは、この

限りでない。 

十五、商標が他人の著作権、特許権又はその他の権利を侵害しており、判決を経てそ

れが確定したもの。但し、その同意を得て登録出願するときは、この限りでない。」 

 

＊異議申立 

①商標法第 48～56 条に規定が設けられています。 

②商標登録公告日後３ケ月以内に、何人(利害関係不要)も異議申立ができ、即ち権利

付与後の異議制度であります。 

③一部又は全部の商品役務に対する異議申立の提起が可能であります。 

④商標の登録に違法の事由があるか否かは登録公告時の規定を根拠とします。 

⑤異議審査官は出願審査官と同一人ではいけません。 

⑥異議確定後、何人も同一の事実について、同一の証拠及び同一の理由を以って無効

審判請求することができません。 

 

＊無効審判請求 

①商標法第 57～62 条に規定が設けられています。 

②無効審判請求の根拠商標（登録満三年の場合）に係る使用証拠の提出義務が規定さ

れています。 

③商標の登録が商標法第 29.1.1、29.1.3、30.1.9～30.1.15、65.3 条規定に違反した
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場合、５年の除斥期間を設けています。 

④無効審判請求の審理は三人以上の審査官により行われます。 

⑤商標の登録に違法の事由があるか否かは登録公告時の規定を根拠とします。 

⑥一部又は全部の商品役務に対する無効審判請求の提起が可能であります。 

⑦無効審判案件の処分が下された後は、何人も、同一の事実について、同一の証拠及

び同一の理由を以って無効審判請求することができません。 

 

 情報提供 異議申立 無効審判請求 

法条 － §48～56 §57～62 

目的 
(権利付与前の公衆審

査) 

権利付与後 

公衆審議の受理 

権利付与後 

権利衝突の解決 

対象 出願商標 登録商標 登録商標 

提出時期 登録査定書の発行前 登録後 3ヶ月内 
登録後5年内 

（除斥期間） 

適格 何人も可、利害関係不要 如何なる人も可 利害関係人、審査官 

政府料金 

(1区分類) 
－ NT$ 4,000 NT$ 7,000 

審査官 出願審査官 1人 3人 

審査方式 
(審査官の心証・職権 

による受理要否) 
独任制 合議制 

一事不再理 － 異議確定後 処分後 

 

＊廃止（取消審判請求） 

①商標法第 63～67 条に規定が設けられています。 

②商標登録後正当な理由なく３年間の継続的不使用がある場合、何人(利害関係不要)

も不使用取消審判を請求することができます。但し、請求者側と商標権者の両方が

立証責任を負います。  

③商標の変更使用により他人の商標商品と同一・類似し、消費者の混同誤認を招来す

る場合、それに対して取消審判を請求することができます。但し、取消審判請求の

根拠商標（登録満三年の場合）に係る使用証拠の提出義務が規定されています。 

④一部又は全部の商品役務に対する取消審判請求の提起が可能であります。 

⑤商標の登録に廃止（取消審判請求）の事由があるか否かは請求時の規定を根拠とし

ます。 
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Ｑ２－１付録：台湾企業と外国企業の専利権争議の具体的事例まとめ（2008.07～現在） 

※赤字は一審判決に於ける原告側当事者 
番

号 
当事者 

係争専利番

号 
技術分野 判決結果 案件番号 判決期日 

1 上訴人： 

日本・HARIO 株式会社 

被上訴人： 

禧龍企業股份有限公司 

D139748 意匠：コーヒードリッパー

(COFFEE DRIPPER) 

【LOC：07-02】 

意匠無効（創作性が

ない） 

知的財産裁判所 102

年度民専上字第 45

号（一審判決案件番

号：同院 101 年度民

専訴字第 106 号） 

2014.07.31 

2 上訴人： 

米国・茂力科技股份有限公

司（Monolithic Power） 

被上訴人： 

天鈺科技股份有限公司 

 

I299935 特許：主動制御ダンパー装

置で寄生素子により生じた

回路ノイズとリング振動を

圧縮する切替モード電源供

給器及び切替調節器 

(SWITCH MODE POWER SUPPLY 

AND SWITCHING REQULATOR 

USING AN ACTIVELY 

CONTROLLED DAMPING DEVICE 

FOR SUPPRESSING CIRCUIT 

NOISE AND RINGING DUE TO 

PARASITIC ELEMENTS)

【IPC：

H02M-003/10(2006.01);(IP

C 1-7) : H02M-003/10】 

特許無効（新規性、

進歩性がない） 

最高裁判所 103 年度

台上字第 1423 号 

（二審判決案件番

号：知的財産裁判所

101 年度民専上字第

31 号；一審判決案件

番号：同院 99 年度民

専訴字第 59 号） 

2014.07.11 

3 上訴人： 

1.台湾絶世好波有限公司 

2.米国・布萊吉爾国際公司 

被上訴人： 

悅銘国際貿易有限公司 

575407 特許：粘着式乳形向上シス

テム及びその使用方法

【IPC：

A41C-003/00(2006.01);(IP

C 1-7) :A41C-003/00】 

原判決における上訴

人のその他上訴の棄

却及び当該訴訟費用

部分を破棄し、知的

財産裁判所に差戻

し。 

最高裁判所 103 年度

台上字第 1424 号 

（原審判決案件番

号：知的財産裁判所

100 年度民専上更

(一)字第 12 号；第一

次最高裁判所判決案

件番号：100 台上字

第 2008 号；二審判決

案件番号：同院 99

年度民専上字第 4

号；一審判決案件番

号：同院 98 年度民専

訴字第 73 号） 

2014.07.11 

4 上訴人： 

旭化成ケミカルズ株式会

社（旭化成化學股份有限公

司）  

被上訴人： 

1.銘異科技股份有限公司 

2.鈦騰複合材料股份有限

公司 

I263658 特許：ポリオキシメチレン

樹脂製ランプ

(POLYOXYMETHYLENE RESIN 

RAMP) 

【IPC：

C08L-059/00(2006.01);(IP

C 1-7) : C08L-059/ 00】  

特許 6無效（進歩性

がない） 

知的財産裁判所 102

年度民専上字第 53

号（一審判決案件番

号：同院 101 年度民

専訴字第 109 号） 

2014.04.11 

5 上訴人即ち被上訴人： 

スイス・OERLIKON 

HEBERLEIN TEMCOWATTWIL 

AG（歐利康赫伯連坦戈瓦特

維爾股份有限公司） 

被上訴人即ち上訴人： 

1.東鴻新世紀有限公司 

2.東怡紡織機械有限公司 

1.I260354 

2.I313310 

1.特許：紡績糸を紡績糸経

路に於いて空気処理する装

置 

(DEVICE FOR THE AIR 

TREATMENT OF YARN IN A 

YARN CANAL)【IPC：

D02G-001/16(2006.01);D02

J-001 /08(2006.01);(IPC 

1-7) : 

D02G-001/16;D02J-001/08】 

2.特許：結び目製造方法及

び交絡加工ノズル(PROCESS 

AND ENTANGLING NOZZLE FOR 

THE PRODUCTION OF KNOTTED 

YARN)【IPC：D01D-005/ 

権利者の一部勝訴 知的財産裁判所 101

年度民専上字第 10

号（一審判決案件番

号：同院 100 年度民

専訴字第 64 号） 

2014.03.28 
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00(2006.01);(IPC 1-7) : 

D02J-001/08;D02G-001/16】 

6 上訴人： 

台湾東洋薬品工業股份有

限公司 

被上訴人： 

1.フランス・安萬特醫薬公

司（AVENTIS PHARMA S.A） 

2.賽諾菲安萬特股份有限

公司 

577752 特許：注射できる潅注液製

造に適用する〈PERFUSION〉

組成物【IPC：

A61K-009/08(2006.01);A61

K-031/337(2006.01);(IPC1

-7) :A61K-009/08;A61K-03

1/335】 

 

権利者の一部勝訴 最高裁判所 103 年度

台上字第 395 号 

（二審判決案件番

号：知的財産裁判所

99 年度民専上字第

78 号；一審判決案件

番号：98 年度民専訴

字第 95 号） 

2014.03.06 

7 原告： 

スイス・阿斯特捷利康公司

(AstraZeneca AB) 

被告： 

健亞生物科技股份有限公

司 

I228050 特許：HMG CoA 還原抑制剤

とする医薬構成物及びその

製 造 方 法 (A 

PHARMACEUTICAL 

COMPOSITION FOR USE AS HMG 

CoA REDUCTASE INHIBITOR 

AND THE PRODUCTION METHOD 

THEREOF)【IPC： 

A61K-009 

/20(2006.01);A61K-031 

/505(2006.01);(IPC 1-7) : 

A61K-009/20;A61K-031/ 

505】  

特許無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 102

年度民専訴字第 77

号 

2014.02.18 

8 原告： 

スイス・拉瑟股份有限公司

（LASSER AG） 

被告： 

1.スイス・歐瑞康蘇拉股份

有限公司(OC Oerlikon 

Textile Schweiz AG 

Pfaffikon) 

2.旭泰刺繡股份有限公司 

3.龍倡股份有限公司 

4.新合刺繡股份有限公司 

5.麗国實業股份有限公司 

I349722 特許：扁平材料件への刺繍

に用いる方法と装置及び刺

繍機(PROCESS AND DEVICE 

TO APPLY FLAT MATERIAL 

PIECES, AND EMBROIDERY 

MACHINE) 【 IPC ：

D05C-007/00(2006.01)】 

特許無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 101

年度民専訴字第 114

号 

2014.02.12 

9 原告： 

傑智環境科技股份有限公

司 

被告： 

1.美商群禾科技股份有限

公 司 (SHARE GOLDEN 

BUSINESS LIMITED) 

2.耀新科技股份有限公司 

3.宏瑞制程工業股份有限

公司 

I314472 特許：高効率冷凝吸収と高

級酸化触媒技術により有機

廃ガスを処理する浄化装置

及 び 浄 化 方 法 【 IPC ：

B01D-005 /00 

(2006.01);B01D-053/86 

(2006.01)】 

権利者敗訴（訴訟目

的放棄） 

知的財産裁判所 102

年度民専訴字第 86

号 

2014.01.21 

10 上訴人： 

フランス・安萬特医薬公司

（AVENTIS PHARMA S.A） 

上訴人： 

台湾東洋薬品工業股份有

限公司 

271395 特許：界面活性剤に含有さ

れるタキサン類誘導体及び

希釈時のゲル化を予防する

添加剤の２組成成分の注射

用組成物【IPC：

A61K-031/337(2006.01);A6

1K-047/08 (2006.01); 

A61K-047/18(2006.01);(IP

C 1-7) : A61K- 031 

/335;A61K-047/08;A61K-04

7/18】 

特許無效（新規性、

進歩性がない） 

最高裁判所 103 年度

台上字第 98 号 

（二審判決案件番

号：知的財産裁判所

100 年度民専上字第

43 号；一審判決案件

番号：台北地方裁判

所 97 年度智字第 38

号） 

2014.01.16 

11 上訴人： 

ドイツ・矢倫德国股份有限

公司 

被上訴人： 

1.日本・株式会社シマノ

517023 特許：自転車用ホイールハ

ブ 

【IPC：

B60B-027/02(2006.01);B62

K-025/00 (2006.01);(IPC 

特許無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 102

年度民専上字第 33

号（一審判決案件番

号：同院 101 年度民

専訴字第 86 号） 

2013.12.26 
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（Shimano Inc.） 

2.三司達企業股份有限公

司 

1-7) : B60B-027 

/02;B62K-025/00】 

 

12 原告： 

日本・株式会社東京マルイ

（TOKYO MARUICO., 

LTD.） 

被告： 

崇杉貿易有限公司 

I304469 特許：玩具銃のリコイルシ

ョック装置 

(RECOIL SHOCK DEVICE IN 

TOY GUN) 

【IPC： 

F41B-011/18(2006.01)】 

特許無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 101

年度民専訴字第 149

号 

2013.11.29 

13 上訴人： 

辰驊国際有限公司 

被上訴人： 

RTI 運動商品銷售公司

（RTI SPORTS 

VERTRIEBVON 

SPORTARTIKELN GMBH） 

I305760 特許：オフロード等用の自

転車グリップ(BICYCLE BAR 

GRIP)【IPC 

：B62K-021/26(2006.01)】 

権利者の一部勝訴 知的財産裁判所 102

年度民専上字第 3号 

（一審判決案件番

号：同院 100 年度民

専訴字第 119 号） 

2013.11.14 

14 原告： 

Koninklijke Philips 

N.V.（オランダ・皇家飛利

浦股份有限公司） 

被告： 

1.巨擘科技股份有限公司 

2.巨擘先進股份有限公司 

82864 特許：1 系列のｍ個ビット

情報ワードを変調信号に変

換する方法、記録媒体の製

造、エンコーダ装置、デコ

ーダ装置、記録装置、装置

及び信号を書き込む方法、

及び記録媒体 (METHOD OF 

CONVERTING A SERIES OF 

M-BIT INFORMATION WORDS 

TO A MODULATED SIGNAL, 

METHOD OF PRODUCING A 

RECORD CARRIER, CODING 

DEVICE, DECODING DEVICE, 

RECORDING DEVICE, READING 

DEVICE, SIGNAL, AS WELL AS 

A RECORD CARRIER)【IPC：

G11B-020/10(2006.01);G11

B 

-023/00(2006.01);H03M-00

5/04(2006.01);H03M- 

007/20(2006.01); (IPC 

1-7) : H03M-013/02】 

権利者勝訴 知的財産裁判所 101

年度民専訴字第 73

号 

2013.09.16 

15 原告： 

輝瑞愛爾蘭薬廠私人無限

責任公司 

（Pfizer Irel-and 

 Pharmaceuticals） 

被告： 

南光化學製薬股份有限公

司 

292971 特許：男性勃起不能又は女

性性欲官能不良を治療又は

予防するのに用いる薬学組

成物【IPC：A61K-031/505 

(2006.01);(IPC 1-7) : 

A61K-031/395】 

 

権利者敗訴(侵害を

証明できない) 

知的財産裁判所 100

年度民専訴字第 125

号 

2013.08.30 

16 原告： 

イギリス領ケイマン諸島‧

凹凸科技国際股份有限公

司（O2 Micro 

International Limited） 

被告： 

通嘉科技股份有限公司 

I297141 特許：発光ダイオード配列

のコントロール回路、シス

テム及び方法(CONTROLLER 

CIRCUITRY, SYSTEM AND 

METHOD FOR LIGHT EMITTING 

DIODES ARRAY)【IPC：

G09G-003/12(2006.01);H05

B-037/02 (2006.01)】 

権利者敗訴（特許請

求の範囲に入らな

い） 

知的財産裁判所 101

年度民専訴字第 23

号 

2013.07.31 

17 上訴人： 

佐竹株式会社 

被上訴人： 

1.金震興農機廠有限公司 

2.正三豐機器工業股份有

限公司 

1.369438 

2.344679 

1.特許：傾斜案内シュート

を備えたロール式脱ぷ装置

【IPC： 

B02B-003/04(2006.01);(IP

C 1-7) : B02B-003 /04】 

2. 特 許 ： 脱 ぷ 設 備

【IPCB02C-009/00(2006.01

特許無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 101

年度民専上字第 43

号（一審判決案件番

号：同院 100 年度民

専訴字第 93 号） 

2013.07.31 
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); 

(IPC 1-7) : B02C-009/00】 

18 再審原告： 

日本・株式会社シマノ

（Shimano Inc.） 

再審被告： 

天心工業股份有限公司 

1. I280930 

2. I271353 

3. I280212 

1.特許：自転車クランクア

ーム装置 (BICYCLE CRANK 

ARM APPARATUS) 【 IPC ：

B62M-003/00(2006.01)】 

2.特許：自転車クランク軸

(BICYCLE CRANK AXLE) 

【IPC： 

B62M-003/00(2006.01)】 

3.特許：脚踏車曲柄臂裝置

(BICYCLE CRANK ARM 

APPARATUS) 

【IPC： 

B62M-003/00(2006.01)】 

特許無效（進歩性が

ない） 

最高裁判所 102 年度

台再字第 23 号 

（原審判決案件番

号：最高裁判所 102

年度台上字第 427

号；二審判決案件番

号：知的財産裁判所

99 年度民専上字第

75 号；一審判決案件

番号：同院 98 年度民

専訴字第 124 号） 

2013.07.31 

19 原告： 

漂兒釣具公司 

(Pure Fishing Inc.) 

被告： 

耀億工業股份有限公司 

385344 特許：ゲル紡糸ポリオレフ

ィン糸からなる捻った又は

編組した釣り糸の引張伸び

性を向上する方法、釣り糸

の作製方法、その方法によ

り得られた編組した又は捻

った釣り糸【IPC： 

D02J-001/22 

(2006.01);(IPC 1-7) : 

D02J-001/22】 

 

特許無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 101

年度民専訴字第 118

号 

2013.07.30 

20 上訴人： 

米国・凱史東築牆系統公司 

被上訴人： 

亞麥開發股份有限公司 

275656 特許：堤防壁構造、構築方

法及び使用するブロック構

造【IPC： 

E02B-003/14(2006.01);(IP

C 1-7) : E02B -003 /14】 

 

権利者敗訴（特許請

求の範囲に入らな

い） 

知的財産裁判所 101

年度民専上字第 53

号（一審判決案件番

号：同院 101 年度民

専訴字第 3号） 

2013.07.25 

21 上訴人： 

米国・微晶片技術公司

（ Microchip Technology                

Inc.） 

被上訴人： 

義隆電子股份有限公司 

99388 特許：N 個より少ない入力

／出力（I/O）ピンを有する

N ビットデータバス幅のマ

イクロコントローラー及び

その（製造）方法【IPC：

G06F-013/00(2006.01); 

(IPC 1-7) : G06F-013/00】 

特許無效（進歩性が

ない） 

最高裁判所 102 年度

台上字第 1434 号 

（原審判決案件番

号：知的財産裁判所

100 年度民専上更

（一）字第 11 号；第

一次最高裁判所判決

案件番号：100 年度

台上字第 1804 号；二

審判決案件番号：知

的財産裁判所 98 年

度台上字第 56 号；一

審判決案件番号：新

竹地方裁判所 89 年

度訴字第 317 号） 

2013.07.25 

22 上訴人： 

慶良電子股份有限公司 

被上訴人： 

日本・第一精工株式会社 

1. D128957 

2. D130980 

1. 意 匠 ： コ ネ ク タ ー

(ELECTRICAL CONNECTOR) 

【LOC：13-03】 

2. 意 匠 ： コ ネ ク タ ー

(ELECTRICAL CONNECTOR) 

【LOC：13-03】 

権利者敗訴（意匠登

録請求の範囲に入ら

ない） 

知的財産裁判所 101

年度民専上字第 52

号（一審判決案件番

号：同院 100 年度民

専訴字第 47 号） 

2013.06.06 

23 上訴人： 

1.巨擘科技股份有限公司 

2.巨擘先進股份有限公司 

被上訴人： 

Koninklijke Philips 

N.V.（オランダ・皇家飛利

浦股份有限公司） 

1. 120488 

2. 100344 

1.特許：書き換え可能式の

光学読み取り記録媒体、こ

の記録媒体を製造する装

置、この記録媒体に情報を

記録する装置及び（又は）

この記録媒体からデータを

読み取る装置【IPC：G11B- 

007/00】 

原判決破棄、知的財

産裁判所へ差戻し 

最高裁判所 102 年度

台上字第 943 号 

（二審判決案件番

号：知的財産裁判所

99 年度民専上字第

74 号；一審判決案件

番号：同院 98 年度民

専訴字第 46 号） 

2013.05.22 
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2.特許：情報記録用の光学

式で読み取れる記録媒体、

この記録媒体を製造する装

置、情報をこの記録媒体に

記録する装置及び… 

【IPC：G11B-007/08】 

24 上訴人： 

巨擘科技股份有限公司 

被上訴人： 

Koninklijke Philips 

N.V.（オランダ・皇家飛利

浦股份有限公司） 

100344 特許：情報記録用の光学式

で読み取れる記録媒体、こ

の記録媒体を製造する装

置、情報をこの記録媒体に

記録する装置及び… 

【IPC：G11B-007/08】 

原判決の仮執行部分

以外破棄、知的財産

裁判所へ差戻し 

最高裁判所 102 年度

台上字第 944 号 

（二審判決案件番

号：知的財産裁判所

100 年度民専上字第

27 号；一審判決案件

番号：新竹地方裁判

所91年度訴字第426

号） 

2013.05.22 

25 原告：長谷川誠 

被告：李昭賢  

I339155 特許：散髪量調整可能な理

美 容 は さ み (HAIR 

SCISSORS) 

【IPC：

B26B-013/28(2006.01);B26

B-013/08 (2006.01)】 

特許無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 101

年度民専訴字第 65

号 

2013.01.25 

26 原告： 

セーシェル‧綠智慧流科技

公 司 （ Fluidi Tech IP 

LIMITED） 

被告： 

群聯電子股份有限公司 

I300563 特許：フラッシュメモリー

の回收方法 

【IPC：G11C-011/ 

 407(2006.01)】 

権利者敗訴（訴訟目

的の放棄） 

知的財産裁判所 101

年度民専訴字第 24

号 

2013.01.14 

27 上訴人： 

超美特殊包裝股份有限公

司 

被上訴人： 

1.登財美術印刷股份有限

公司 

2.優合国際企業股份有限

公司 

3.イギリス領ヴァージン

諸島・太古可口可樂股份

有限公司台湾分公司

（SWIRE COCA-COLA 

 BEVERAGES LIMITED） 

4.威秀影城股份有限公司 

1. 567996 

2. I288701 

1.実用新案：プラスチック

容器用インモールドラベル

【IPC：

B29C-069/00(2006.01);B32

B-007/00 (2006.01);(IPC 

1-7) : B29C- 

069/00;B32B-007/00】 

2.特許：インモールドラベ

ルの構成 

【IPC：

B32B-027/14(2006.01);B29

B-011/14 (2006.01)】 

実用新案無効（進歩

性がない） 

知的財産裁判所 101

年度民専上字第 19

号（一審判決案件番

号：同院 99 年度民専

訴字第 181 号） 

2013.01.03 

28 原告： 

帝凱国際實業股份有限公

司 

被告： 

マレーシア・科士威有限公

司台湾分公司 

M334697 実用新案：クリーニングパ

ーツ及びキャビネットを有

するクリーニング用品

【IPC： 

A47L-013/254(2006.01)】 

権利者敗訴（実用新

案登録請求の範囲に

入らない） 

知的財産裁判所 101

年度民専訴字第 40

号 

2012.12.27 

29 原告： 

米国・凱史東築牆系統公司 

被告： 

亞麥開發股份有限公司 

275656 特許：堤防壁結構,構築方法

及びその使用するブロック

構造【IPC： 

E02B-003/14(2006.01);(IP

C 1-7) : E02B -003 /14】 

権利者敗訴（特許請

求の範囲に入らな

い） 

知的財産裁判所 101

年度民専訴字第 14

号 

2012.09.12 

30 上訴人： 

米国・默沙東公司（Merck 

Sharp ＆ Dohme Corp.） 

被上訴人： 

台湾諾華股份有限公司 

I226833 特許：骨吸収作用を抑制す

る医薬組成物 

(PHARMACEUTICAL 

COMPOSITION FOR 

INHIBITING BONE 

RESORPTION) 

【IPC：A61K-031/663 

(2006.01);(IPC 1-7) : 

A61K-031 /66】 

特許無效（進歩性が

ない） 

最高裁判所 101 年度

台上字第 1432 号 

（二審判決案件番

号：知的財産裁判所

100 年度民専上字第

21 号；一審判決案件

番号：同院 99 年度民

専訴字第 149 号） 

2012.09.12 
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31 原告： 

Toshiba Corporation 

（株式会社東芝） 

被告： 

吉祥全球實業股份有限公

司 

344070 特許：光ディスクを評価す

る評価パターンを有する光

ディスク(optical disk having 

an evaluation pattern for 

evaluating the optical disk)

【IPC： 

G11B-020/12(2006.01);G11

B-020/18 (2006.01);(IPC 

1-7) : 

G11B-020/12;G11B-020/18】 

権利者部分勝訴 知的財産裁判所 100

年度民専訴字第 60

号 

2012.09.07 

32 原告：日本・HOYA CANDEO 

OPTRON株式会社 

被告： 

1.株式会社アーキテック 

2.永喬科技有限公司 

D131253 意匠：放電ランプ【LOC：

26-04】 

権利者敗訴（意匠登

録請求の範囲に入ら

ない） 

知的財産裁判所 100

年度民専訴字第 113

号 

2012.08.24 

33 原告： 

友上科技股份有限公司 

被告： 

1.亞智科技股份有限公司 

2.ドイツ・曼茲股份有限公

司（Manz AG） 

3.聯景光電股份有限公司 

M371881 意匠：太陽電池テスト用輸

送設備 

【IPC： 

G01R-031/36(2006.01)】 

意匠無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 100

年度民専訴字第 111

号 

2012.07.13 

34 原告： 

Toshiba Corporation 

（株式会社東芝） 

被告： 

能率豐聲股份有限公司 

344070 特許：光ディスクを評価す

る評価パターンを有する光

ディスク【IPC： 

G11B-020/12(2006.01);G11

B-020/18 (2006.01);(IPC 

1-7) : 

G11B-020/12;G11B-020/18】 

権利者勝訴 知的財産裁判所 100

年度民専訴字第 61

号 

2012.06.28 

35 上訴人： 

MARUONE INTERNATIONAL 

INC. 

（馬魯彎国際股份有限公

司） 

被上訴人： 

台湾諾基亞股份有限公司 

492593 意匠：CCD 及び CMOS 影像キ

ャップチャーモジュールの

追加 1【IPC：

H04N-001/028(2006.01); 

(IPC 1-7) : H04N -001 

/028】 

権利者敗訴（意匠登

録請求の範囲に入ら

ない） 

最高裁判所 101 年度

台上字第 596 号 

（二審判決案件番

号：知的財産裁判所

99 年度民専上易字

第 17 号；一審判決案

件番号：同院 98 年度

民専訴字第 131 号） 

2012.04.27 

36 上訴人： 

博斯普有限公司 

被上訴人： 

日本・エレコム株式会社 

D134711 意匠：パソコン用マウス

【LOC：14-02】 

権利者一部勝訴 知的財産裁判所 100

年度民専上字第 23

号（一審判決案件番

号：99 年度民専訴字

第 173 号） 

2012.04.26 

37 原告： 

財団法人工業技術研究院 

被告： 

スウェーデン・索尼愛立信

行動通訊国際股份有限公

司（SONY ERICSSON MOBILE 

COMMUNICATIONS           

INTERNATIONAL AB） 

I243388 特許：複数電極のコンデン

サ構造と製法 

(STRUCTURE AND METHOD FOR 

A MULTI- ELECTRODE 

CAPACITOR) 

【IPC： 

H01G-017/00(2006.01);(IP

C 1-7) : H01G- 017/ 00】 

権利者一部勝訴 知的財産裁判所 99

年度民専訴字第 156

号 

2012.02.22 

38 上訴人： 

古河電気工業株式会社           

（FURUKAWA ELECTRIC 

 CO.,LTD.） 

被上訴人： 

超眾科技股份有限公司 

407455 特許：ヒートパイプ及びそ

の加工方法【IPC：H05K-007/ 

20(2006.01);(IPC 1-7) : 

H05K-007/20】 

権利者敗訴（特許請

求の範囲に入らな

い） 

知的財産裁判所 100

年度民専上字第 18

号 

（一審判決案件番

号：同院 99 年度民専

訴字第 27 号） 

2012.01.12 

39 上訴人： 

米国・凱史東築牆系統公司 

被上訴人： 

路亨企業股份有限公司 

422903 意匠：壁タイル構造【IPC：

E04B-002/02 (2006.01); 

E04C-001/00(2006.01);(IP

C 1-7) : E04B-002/02; E04C 

-001/00】 

権利者敗訴（故意、

過失がない） 

知的財産裁判所 99

年度民専上字第 72

号（一審判決案件番

号：同院 99 年度民専

訴字第 22 号） 

2011.12.22 
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40 原告： 

米国・凱史東築牆系統公司 

被告： 

慈強營造股份有限公司 

422903 意匠：壁タイル構造 

【IPC：

E04B-002/02(2006.01);E04

C-001/00 (2006.01);(IPC 

1-7) : 

E04B-002/02;E04C-001/00】 

権利者敗訴（故意、

過失がない） 

知的財産裁判所 100

年度民専訴字第 14

号 

2011.12.21 

41 上訴人： 

MARUONE INTERNATIONAL 

INC.（馬魯彎国際股份有限

公司） 

被上訴人： 

摩托羅拉系統股份有限公

司 

492593 意匠：CCD 及び CMOS イメー

ジセンサモジュール追加一 

【IPC： 

H04N-001/028(2006.01); 

(IPC 1-7) : H04N- 001 

/028】 

権利者敗訴（意匠登

録請求の範囲に入ら

ない） 

知的財産裁判所 99

年度民専上易字第

18 号 

（一審判決案件番

号：同院 98 年度民専

訴字第 130 号） 

2011.12.01 

42 原告： 

米国・凱史東築牆系統公司 

被告： 

羅得綜合建材股份有限公

司 

422903 意匠：壁タイル構造 

【IPC：

E04B-002/02(2006.01);E04

C-001/00 (2006.01);(IPC 

1-7) : 

E04B-002/02;E04C-001/00】 

権利者敗訴（故意、

過失がない） 

知的財産裁判所 100

年度民専訴字第 12

号 

2011.11.18 

43 上訴人即ち附帯被上訴人： 

鴻海精密工業股份有限公

司 

被上訴人即ち附帯上訴人： 

日本・寬氏股份有限公司

（QUASAR SYSTEM INC.） 

384557 特許：一組の相反するコネ

クタを連結するシステム 

【IPC： 

H01R-011/01(2006.01);(IP

C 1-7) :H01R-023/ 68】 

権利者一部勝訴 知的財産裁判所 99

年度民専上字第 21

号 

（一審判決案件番

号：台北地方裁判所

97年度智字第30号） 

2011.08.25 

44 上訴人： 

Diana Parker 

被上訴人： 

1.新世紀光電股份有限公

司 2.旭明光電股份有限公

司 

141136 特許：バンドギャップ半導

体の結晶ドープ方法 

【 IPC ：

H01L-021/00(2006.01);(IP

C1-7) :H01L-021 /00】 

権利者敗訴（侵害を

証明できない） 

知的財産裁判所 99

年度民専上字第 46

号 

（一審判決：同院 98

年度民専訴字第 99

号） 

2011.08.25 

45 原告： 

米国・凱史東築牆系統公司 

被告： 

亞麥開發股份有限公司 

275656 特許：堤防壁構造、構築方

法及びその使用するブロッ

ク 構 造 【 IPC ：

E02B-003/14(2006.01);(IP

C 1-7) : E02B -003 /14】 

権利者一部勝訴 知的財産裁判所 99

年度民専訴字第 147

号 

2011.07.05 

46 上訴人： 

日本・本田技研工業株式会

社 

被上訴人： 

光陽工業股份有限公司 

473154 意匠：バイク【LOC：15/241】 権利者敗訴（意匠登

録請求の範囲に入ら

ない） 

最高裁判所 100 年度

台上字第 1018 号 

（二審判決案件番

号：知的財産裁判所

98 年度民専上字第 1

号；一審判決案件番

号：台北地方裁判所

96 年度智更(一)字

第 1 号） 

2011.06.30 

47 原告： 

フランス・安萬特医薬公司

(AVENTIS PHARMA S.A) 

被告： 

台湾神隆股份有限公司 

419473 特許：４－アセトキシ－２

α－ベンゾイルオキシ－５

β，２０－エポキシ－１，

７β，１０β－トリヒドロ

キシ－９－オキソ－タキセ

－１１－エン－１３α－イ

ル（２Ｒ，３Ｓ）－３－ｔ

ｅｒｔ－ブトキシカルボニ

アミノ－２－ヒドロキシ－

３－フェニルプロピオネー

ト三水和物の製造法【IPC：

C07D-305/14 (2006.01); 

(IPC 1-7) : C07D-305/14】 

権利者敗訴（特許請

求の範囲に入らな

い） 

知的財産裁判所 99

年度民専訴字第 159

号 

2011.05.24 

48 上訴人： 

米国・瑟蘭斯国際股份有限

公司 

090737 特許：メチルアルコールと

一酸化炭素から酢酸を製造

す る 方 法 【 IPC ：

権利者敗訴（請求権

が時效） 

最高裁判所 100 年度

台上字第 310 号 

（原審判決案件番

2011.03.03 
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（Celanese 

International 

Corporation） 

被上訴人： 

中国石油化學工業開發股

份有限公司 

C07C-051/12;C07C-053/08】 

 

号：知的財産裁判所

99 年度民専上更

(一)字第 9 号；第一

次最高裁判所判決案

件番号：99 年度台上

字第 387 号；二審判

決案件番号：台湾高

等裁判所高雄分院

95 年度智上字第 2

号） 

49 原告： 

Hitachi Plant 

Technologies, Ltd. 

被告： 

1.アルバック株式会社 

2.己○○科技股份有限公

司 

526367 特許：基板の設置裝置

【 IPC ： G02F-001/1339 

(2006.01);G02F-001/13(20

06.01);G02F-001/1333(200

6.01);G09F-009/30(2006.0

1);(IPC 1-7) : G02F-001/ 

133;G09F-009/30】 

特許無效（新規性が

ない） 

新竹地方裁判所 97

年度重智字第 3号 

 

2011.01.05 

50 上訴人： 

日本・ニチアス株式会社 

被上訴人： 

華懋科技股份有限公司 

536422 特許：回転吸着器用ロータ

及びシール装置 

【IPC：

B01D-053/02(2006.01);(IP

C1-7):B01D-053/ 02】 

権利者敗訴（侵害を

証明できない） 

知的財産裁判所 98

年度民専上字第 50

号 

（一審判決案件番

号：桃園地方裁判所

96年度智字第21号） 

2010.11.25 

51 原告： 

華德光電材料科技股份有

限公司 

被告： 

1.新和光學股份有限公司 

2. Shinwha Intertek Co., 

Ltd. 

I315018 特許：光学シート及びその

液晶ディスプレイのバック

ライトアセンブリー 

(OPTICAL SHEET AND 

BACKLIGHT ASSEMBLY OF 

LIQUID CRYSTAL DISPLAY 

WITH THE SAME) 【 IPC ：

G02F-001/13357(2006.01);

G02F-001/1335(2006.01)】 

特許無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 99

年度民専訴字第 137

号 

 

2010.10.26 

52 原告： 

英国・金安德森有限公司

（KINLOCH ANDERSON 

Limit. 

被告： 

林碧祥即祥好商行 

595909 意匠：織物【LOC：05-05】 権利者敗訴（意匠登

録請求の範囲に入ら

ない） 

知的財産裁判所 98

年度民専訴字第 117

号 

 

2010.09.14 

53 上訴人： 

イギリス領ケイマン諸

島・凹凸科技国際股份有限

公司（O2Micro 

International Limited） 

被上訴人： 

1. 乙○○ 

2.夏寶股份有限公司 

485701 特許：冷陰極蛍光ランプの

駆動回路 

【IPC：

H02M-007/02(2006.01);H05

B-041/14 (2006.01); (IPC 

1-7) : H02M- 

007/02;H05B-041/14】 

権利者敗訴（特許請

求の範囲に入らな

い） 

知的財産裁判所 98

年度民専上字第 22

号 

（一審判決案件番

号：同院 97 年度民専

訴字第 1号） 

2010.07.29 

54 上訴人： 

億光電子工業股份有限公

司 

被上訴人： 

日亜化学工業株式会社 

575341 意匠：発光ダイオード

【LOC：14-99】 

意匠無效（創作性が

ない） 

知的財産裁判所 99

年度民専上更(一)字

第 1 号（最高裁判所

判決案件番号：98 年

度台上第 2333 号；二

審判決案件番号：台

湾高等裁判所 96 年

度智上字第 45 号） 

2010.07.22 

55 上訴人即ち附帶被上訴人： 

常禾菁研科技股份有限公

司 

被上訴人即ち附帶上訴人： 

1.スイス・巴斯卡特用化学

品 控 股 公 司 （ BASF 

Specialty） 

1.442542 

2.502039 

3.570924 

1.特許：フタロシアニン化

合物及びその作製方法

【IPC： 

C09B-047/04(2006.01);(IP

C1-7) :C09B-047/ 

04】 

2.特許：フタロシアニン化

権利者一部勝訴 知的財産裁判所 98

年度民専上字第 21

号 

（一審判決案件番

号：桃園地方裁判所

94年度智字第27号） 

2010.07.15 
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2.スイス・汽巴特用化学品

控股公司 

 

合物及びそれを含有する組

成物【IPC：

C07F-017/00(2006.01);C07

F-017/02(2006.01); 

B41M-005/26(2006.01);G11

B-007/24(2006.01);C09B-0

47/24(2006.01);G11B-007/

26(2006.01);(IPC1-7) :C0

7F-017/00;C07F-017/02;B4

1M-005/26;G11B-007/24;C0

9B-047/24】 

3.特許：フタロシアニン化

合物及びその作製方法

【IPC： 

C07F-017/00(2006.01);C07

F-017/02 

(2006.01);B41M-005/26(20

06.01);G11B-007/244(2006

.01);C09B-047/08(2006.01

);C09B-067/00(2006.01);(

IPC1-7) :C07F-017/00;C07

F-017/02;B41M-005/26;G11

B-007/24】 

56 上訴人： 

ファイテン株式会社 

被上訴人： 

義昌国際股份有限公司 

I290822 特許：シリコン弾性体を使

用した健康装飾品及びその

製 造 方 法 【 IPC ：

A44C-005/02(2006.01)】 

特許無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 98

年度民専上字第 52

号 

（同院 98 年度民専

訴字第 30 号） 

2010.05.27 

57 上訴人即ち被上訴人：   

米国・希思肯股份有限公司

(SYSCAN Inc.) 

被上訴人即ち上訴人： 

德茂科技股份有限公司

(Portable Peripheral 

Co. , Ltd.） 

1.535397 

2. 496072 

1.特許：USB で給電する軽

量携帯式スキャナー 

【IPC： 

H04N-001/04(2006.01);(IP

C 1-7) : H04N-001/04】 

2.特許：携帯式スキャナー

【IPC：H04N-001/04 

 (2006.01);(IPC 1-7) : 

H04N-001/04】 

特許無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 98

年度民専上字第 15

号 

（一審判決案件番

号：同院 97 年度民専

訴字第 7 号） 

2010.05.20 

58 原告： 

ファイルド株式会社 

（法伊魯特股份有限公司） 

被告： 

1.興奇科技股份有限公司 

2.雅虎国際資訊股份有限

公司 

3.香港商雅虎国際資訊股

份有限公司台湾分公司 

4.網路家庭国際資訊股份

有限公司 

5.台湾樂天市場股份有限

公司 

6.力奇国際股份有限公司 

7.鼎鼎聯合行銷股份有限

公司 

I290822 特許：シリコン弾性体を使

用した健康装飾品及びその

製造方法【IPC： 

A44C-005/02(2006.01)】 

特許無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 98

年度民専訴字第 48

号 

 

2009.09.30 

59 原告： 

賽諾菲-安萬特公司 

被告： 

1.躍欣生技醫薬股份有限

公司 

2.天行健實業有限公司 

3.友華生技醫薬股份有限

公司 

562805 特許：多形クロピドグレル

硫酸水素塩フォーム 

【IPC： 

C07D-495/04(2006.01);A61

K-031/44 (2006.01); 

(IPC 1-7) : 

C07D-495/04;A61K-031/44】 

権利者一部勝訴 台北地方裁判所 95

年度智字第 126 号 

 

2009.09.02 
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60 原告： 

ファイルド株式会社 

（法伊魯特股份有限公司） 

被告： 

1.義昌国際股份有限公司 

2.中華職棒事業股份有限

公司 

3.康迅數位整合股份有限

公司 

4.鼎鼎聯合行銷股份有限

公司 

5.網元国際資訊股份有限

公司 

I290822 特許：シリコン弾性体を使

用した健康装飾品及びその

製 造 方 法 【 IPC ：

A44C-005/02(2006.01)】 

特許無效（進歩性が

ない） 

知的財産裁判所 98

年度民専訴字第 30

号 

 

2009.07.08 

61 原告： 

フィンランド・諾基亞公司

（Nokia Corporation） 

被告： 

丞諾股份有限公司 

D112785 意匠：携帯電話【LOC：14-03】 権利者一部勝訴 台北地方裁判所 96

年度智字第 97 号 

2009.04.30 

【備考】： 

１．赤字は専利権者 

２．2008 年 7 月から現在までの台湾企業と外国企業専利権爭議案件、この内約 33%が日本企業との案件である。 
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Ｑ２－２付録：台湾企業と中国企業の専利権爭議の具体的事例まとめ（2008.07～現在） 
番

号 
当事者 

係争専利番

号 
技術分野 判決結果 案件番号 判決期日 

1 原告： 

姜海寰  

被告： 

香港・曄欣股份有限公

司 

D142582 意匠：折り畳み式ハンドツ

ールセット【LOC：08-04 

】 

権利者敗訴（登

録請求の範囲に

入らない） 

知的財産裁判所 

102 年度民専訴字第

10 号 

2013.09.03 

2 上訴人： 

香港・御智管理顧問有限公

司 

被上訴人： 

台新国際商業銀行股份有限

公司 

I293152 特許：一入力装置に対応す

る文字設定の文字入力を

調整できるシステム及び

その方法 

(CHARACTER INPUT SYSTEM 

CAPABLE OF ADJUSTING A 

CHARACTER SETTING 

CORRESPONDING TO AN 

INPUT DEVICE AND METHOD 

THEREOF)【IPC：G06F-003 

/023(2006.01)】 

権利者敗訴（特

許請求の範囲に

入らない） 

知的財産裁判所 

102 年度民専上字第

10 号 

（一審判決案号：同

院 101 年度民専訴字

第 59 号） 

2013.08.15 

3 原告： 

哈姆波特希爾諮詢有限公司

(HUMBOLDT HILL CONSULTING  

LIMITED) 

被告： 

華夏玻璃股份有限公司 

1. D147309 

2. D147310 

1.意匠：ボトル缶（一）

【LOT：09-01】 

2.意匠：ボトル缶（二）

【LOT：09-01】 

意匠無效（ボト

ル缶（一）新規

性がない、ボト

ル缶（二）創作

性がない） 

知的財産裁判所 

101 年度民専訴字第

90 号 

2013.02.07 

4 上訴人即ち被上訴人： 

文德光學股份有限公司 

被上訴人即ち上訴人：      

香港・卓豪光学国際有限公

司 

333342 意匠：眼鏡付属フレームの

結合構造改良【IPC：

G02C-009/00(2006.01); 

 (IPC 1-7) : 

G02C-009/00】 

権利者一部勝訴 知的財産裁判所 

100 年度民専上更

(一)字第 10 号 

（一審判決案号：同

院 99 年度民専上字

第 15 号） 

2013.01.10 

5 原告： 

永立知的財産有限公司 

被告： 

1.享樂科技股份有限公司 

2.香港商雅虎資訊股份有限

公司台湾分公司 

M354988 意匠：電器用壁掛棚の固定

裝置【IPC：

H05K-007/00(2006.01)】 

意匠無效（進歩

性がない） 

知的財産裁判所 

99 年度民専訴字第

95 号 

2010.10.12 

6 原告： 

甲○○ 

被告： 

1.上藝興業有限公司 

2.董良才（即ち永藝制品廠） 

M335315 意匠：金属装置泡発生器

【IPC：

A63H-033/28(2006.01)】 

意匠無效（進歩

性がない） 

知的財産裁判所 

99 年度民専訴字第

140 号 

 

2010.10.05 

【備考】：赤字は専利権者 
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Ｑ２－６付録：台湾知的裁判所第一審専利渉外訴訟判決の原告と被告の国籍比率 

 

司法院統計処編集の「司法院統計年報」内容に基づけば、台湾知的裁判所第一審専利渉外訴訟判決の原

告及び被告の国籍、判決件数及び当該年度を占めるパーセンテージは下記の通りである。： 

 

一、第一審専利渋外訴訟判決の原告国籍比率 

年
度 

 

日
本 

ア
メ
リ
カ 

イ
ギ
リ
ス 

ド
イ
ツ 

フ
ラ
ン
ス 

オ
ラ
ン
ダ 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル 

ベ
リ
ー
ズ 

中
国
大
陸 

香
港 

そ
の
他 

2008 

 

件数 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

％ 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

2009 件数 12 6 1 0 0 0 0 0 0 1 0 

％ 60% 30% 5% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 5% 0% 

2010 件数 7 3 2 1 0 0 0 2 0 0 2 

％ 41% 17% 12% 6% 0% 0% 0% 12% 0% 0% 12% 

2011 件数 4 11 0 0 1 0 1 0 0 0 1 

％ 21% 61% 0% 0% 6% 0% 6% 0% 0% 0% 6% 

2012 件数 6 5 0 0 0 3 0 0 0 1 2 

％ 35% 29% 0% 0% 0% 18% 0% 0% 0% 6% 12% 

2013 件数 6 5 0 1 0 3 0 0 0 1 4 

％ 30% 25% 0% 5% 0% 15% 0% 0% 0% 5% 20% 

 

二、第一審専利渉外訴訟判決の被告国籍比率 

年
度 

 

日
本 

ア
メ
リ
カ 

イ
ギ
リ
ス 

ド
イ
ツ 

ア
イ
ル
ラ
ン
ド 

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン 

韓
国 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル 

マ
レ
ー
シ
ア 

ベ
ト
ナ
ム 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア 

中
国
大
陸 

香
港 

そ
の
他 

2008 件

数 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

％ 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

2009 件

数 

1 4 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

％ 14% 58% 0% 0% 14% 0% 0% 14% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 

2010 件

数 

3 5 0 0 0 0 3 0 0 0 0 2 0 2 

％ 20% 34% 0% 0% 0% 0% 20% 0% 0% 0% 0% 13% 0% 13% 

2011 件

数 

0 0 0 0 0 0 2 1 0 1 0 0 0 2 

％ 0% 0% 0% 0% 0% 0% 33% 17% 0% 17% 0% 0% 0% 33% 

2012 件

数 

0 1 2 0 0 4 0 0 2 0 0 0 0 2 

％ 0% 9% 18% 0% 0% 37% 0% 0% 18% 0% 0% 0% 0% 18% 

2013 件

数 

2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 2 1 

％ 25% 25% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 12.5% 0% 25% 12.5% 
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Ｑ６－１付録：商標資料１～４５ 
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